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こんにちは。One Asia Lawyers Group（Focus Law 
Asia LLC）です。今号では、前号に引き続きシ

ンガポールにおける AI ガバナンスの最新動向に

ついてご説明いたします。 
 
3. エージェント型 AIガバナンスフレームワーク

の公表 
シンガポールの AI ガバナンス政策における最新

かつ最も注目すべき動きは、2026 年 1 月 22 日、

シンガポール情報メディア開発庁（IMDA）が公

表した「エージェント型AIのためのモデルAIガ
バナンス枠組（Model AI Governance Framework for Agentic AI）」です。本枠組は、事業者によ

る責任あるエージェント型 AI の導入・運用に関する世界初の包括ガイドとされています。 
 
本枠組が整備された背景には、AI 技術の質的な変化があります。従来の生成 AI（質問に回答す

る対話型 AI など）とは異なり、エージェント型 AI（Agentic AI）は、自律的に計画・推論を行

い、複数のシステムを横断しながらタスクを遂行することができます。たとえば、企業の口座

から自動的に引き落としを行う、契約を自律的に承認する、複数の業務システムを連携させて

処理を完結させるといった行動が技術的に可能となっています。こうした高度な自律性を持つ

AI が誤作動した場合や第三者に悪用された場合、連鎖的なシステム障害や無権限取引といった

深刻な被害が生じるリスクがあり、従来のガバナンス枠組みでは対応が困難であることが指摘

されていました。 
その後、産業界からの意見収集を経て、IMDAは2026年5月に同枠組の更新版（Updated MGF）
を公表しました。それと同時に、極めて重要な政策文書として「AI エージェントの法的責任に

関するディスカッションペーパー（Discussion Paper on Legal Responsibility for AI Agents）」も発

表されています。同ペーパーは、AI エージェントが人間の直接の関与なしに自律的に誤った契

約を締結した場合や、国境をまたぐ商業上の損害を引き起こした場合に、現行の個人情報保護

法（PDPA）および民商法の枠組みのもとで、法的責任を「モデル開発事業者」「システム導

入・運用事業者」「エンドユーザー」の三者間でどのように分配すべきかという問題を体系的

に整理したものです。 
 
4. 外国企業が注意すべきことは？ 
シンガポールで事業を展開する企業にとって、AI ガバナンスは単なる法令遵守にとどまらず、

日々の業務運営・リスク管理に直結する重要テーマです。以下の点を中心に、社内体制の整備

を進めることが求められます。 



 
a. AI利用における透明性の確保（告知対応） 
MGF のガイドラインおよび PDPA に基づく実務上の推奨として、顧客が AI またはエージェン

ト型 AI と対話・取引を行っている場合、企業はインターフェース上において AI であることお

よびデータ処理の範囲を明確に告知することが求められています。現時点では法的義務ではな

く推奨事項ですが、規制の強化に伴い義務化される可能性もあり、今から対応を整えておくこ

とが重要です。 
 
b. AI リテラシー教育の推進 
NAIS 2.0 が掲げる 10万人 AI人材育成計画に呼応する形で、企業においても法務・人事・営業

など非技術系の従業員を対象とした AI 教育の実施が求められています。単に AI ツールの使い

方を教えるのではなく、AI の技術的な限界（ハルシネーションや自動化バイアスのリスクなど）

を正確に理解し、AI の出力を「盲信」するのではなく適切に「監督・検証」できる人材を育成

することが重要です。 
 
c. エージェント型 AI の権限範囲と法的責任の明確化 
自動的な顧客対応・補償支払い、社内経費の自動承認など、AI に独立した業務執行を行わせる

場合には、IMDA の最新ガイドラインへの対応が必要です。具体的には、高リスクな判断や重

大な財務・法務上の決定については、人間が介在して最終確認を行う仕組み（Human-in-the-
loop）を必ず設けることが求められます。また、前述のディスカッションペーパーが示す通り、

現行の法律解釈においては AI エージェントの誤作動による損害については、当該技術を導入・

運用する企業が主たる責任を負う方向性が示されており、導入時のリスク評価と契約上のリス

ク分配の検討が不可欠です。 
 
d. AI Verify による透明性の確保 
IMDA が整備したオープンソースの検証ツールキット「AI Verify」を活用することで、自社の

AI システムが透明性・説明可能性・公平性等について、一定の技術的・プロセス上の基準を満

たしていることを客観的に示すことができます。顧客や従業員に影響を与える AI システムを運

用する企業にとって、このような第三者が検証可能な形での信頼性の証明は、今後ますます重

要な競争要件となるでしょう。 
 
まとめ 
シンガポールは、AI の積極的な活用を推進しながら、同時に世界最先端の AI ガバナンス体制

を整備するという二面的な戦略を着実に実行しています。現時点では多くの枠組みがガイドラ

イン的な性格を有していますが、エージェント型 AI の普及加速に伴い、規制の強化・義務化に

向けた動きは今後も続くと予想されます。シンガポールで事業を展開する企業は、AI 活用のメ

リットを享受しながら、透明性・公平性・人間による監督という原則を自社の AI 運用方針に組

み込むことが、持続的な事業運営と信頼構築の両立につながるでしょう。AI ガバナンスへの対

応は、今から計画的に進めることが重要です。 
 
 
※本稿は、シンガポールの週刊 SingaLife（シンガライフ）において掲載中の「シンガポール法

律コラム」のために著者が執筆した記事を、ニューズレターの形式にまとめたものとなります。 
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「One Asia Lawyers Groupは、アジア全域に展開する日本のクライアントにシームレスで包括的なリー
ガルアドバイスを提供するために設立された、独立した法律事務所のネットワークです。One Asia 
Lawyers Groupは、日本・ASEAN・南アジア・オセアニア各国にメンバーファームを有し、各国の法律の
スペシャリストで構成され、これら各地域に根差したプラクティカルで、シームレスなリーガルサービ

スを提供しております。  
この記事に関するお問い合わせは、ホームページ https://oneasia.legalまたは info@oneasia.legal までお願
いします。 
なお、本ニュースレターは、一般的な情報を提供することを目的としたものであり、当グループ・メ

ンバーファームの法的アドバイスを構成するものではなく、また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解

であり当グループ・メンバーファームの見解ではございません。一般的情報としての性質上、法令の条

文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題については、必ず

各メンバーファーム・弁護士にご相談ください。 
 
＜著 者＞ 

 栗田 哲郎  
One Asia Lawyers Group 代表 
シンガポール（FPE）・日本・USA/NY 州法弁護士 
 
日本の大手法律事務所に勤務後、シンガポールの大手法律事務所にパートナー

弁護士として勤務。その後、国際法律事務所アジアフォーカスチームのヘッド

を務め、2016年 7月 One Asia Lawyers Groupを創立。シンガポールを中心にクロ
スボーダーのアジア法務全般（M&A、国際商事仲裁等の紛争解決等）のアドバ
イスを提供している。2014年、日本法弁護士として初めてシンガポール司法試
験に合格し、シンガポール法のアドバイスも提供している。  

tetsuo.kurita@oneasia.legal  
+65 8183 5114 

 

榮 芷苓（ズーリン）Zeline Jung Chih Lin 
One Asia Lawyers Group/Focus Law Asia LLC 
弁護士（台湾） 
 
台湾法弁護士。台湾の大手法律事務所および IT企業のインハウス法務部門にお
いて、約 5年間、知的財産、個人情報保護、契約審査等に従事。その後、シン
ガポール国立大学法学部大学院（LL.M.）に留学し、知的財産法、AI規制等を中
心に研鑽を積む。 
現在は、シンガポールを拠点として、台湾・シンガポール法務に関するアドバ

イスを提供している。 
 

 
 
 

https://oneasia.legal/
mailto:info@oneasia.legal
mailto:tetsuo.kurita@oneasia.legal

